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「集中ヒアリング」における関係各省からの配付資料 

 

 

 

 

○ 外国人への医療サービス提供の充実 

（外国人医師の国内医療解禁、病床規制の見直し等） 

 

○ 有期労働契約期間（５年）の延長（契約型正規雇用制度の創設等） 

 

○ 都心居住促進のための容積率・用途等集団規制の見直し 

 

○ 羽田空港国際化のための羽田・成田離着陸割当ての柔軟化 

   （羽田への国際線割当てと成田への国内線割当ての交換促進） 

 

○ 有料道路運営の民間への開放（コンセッション方式の導入） 

 

○ 公立学校運営の民間への開放（公設民営学校の解禁） 

 

○ 海外トップスクール誘致のためのインターナショナルスクールの設置認可要件等 

の見直し（国内校との競争条件の同一化） 

 

○ 農地流動化のための農業委員会の関与廃止等 

 

○ 先進医療等の保険外併用療養の範囲拡大（評価実施体制の柔軟化等） 



 
 

国家戦略特区ワーキンググループ 
関係各省からの「集中ヒアリング」 日程 

（於：永田町合同庁舎７階 特別会議室） 

 

 

 

５月２７日（月） 
 

○  １７：００～１７：４０ 【八田座長、工藤・原委員出席】 
 

・ １７：００～１７：４０ 

「都心居住促進のための容積率・用途等集団規制の見直し」 

        【国土交通省 井上住宅局長ほか】 

 

 

 

５月２８日（火） 
 

○  １０：００～１２：５０ 【八田座長、秋山・坂村・原委員出席】 
 

・ １０：００～１０：４０ 

「羽田空港国際化のための羽田・成田離着陸割当ての柔軟化」 

      （羽田への国際線割当てと成田への国内線割当ての交換促進） 

【国土交通省 田村航空局長ほか】 

 
・ １０：４５～１１：２５ 

「外国人への医療サービス提供の充実」（外国人医師の国内医療

解禁、病床規制の見直し等） 

【厚生労働省 原医政局長ほか】 

 
・ １１：２５～１２：０５ 

「先進医療等の保険外併用療養の範囲拡大」（評価実施体制の 

柔軟化等） 

【厚生労働省 木倉保険局長ほか】 

 
・ １２：１０～１２：５０ 

「公立学校運営の民間への開放」（公設民営学校の解禁） 

【文部科学省 布村初等中等教育局長ほか】 
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○  １７：３０～２０：２５ 【八田座長ほか全委員出席】 
 

・ １７：３０～１８：１０ 

「有料道路運営の民間への開放」（コンセッション方式の導入） 

        【国土交通省 前川道路局長ほか】 

 

・ １８：１５～１８：５５ 

「農地流動化のための農業委員会の関与廃止等」 

     【農林水産省 奥原経営局長ほか】 

 

・ １９：００～１９：４０ 

「有期労働契約期間(５年)の延長」(契約型正規雇用制度の創設等) 

  【厚生労働省 中野労働基準局長ほか】 

 

    ・ １９：４５～２０：２５ 

「海外トップスクール誘致のためのインターナショナルスクールの設

置認可要件等の見直し」（国内校との競争条件の同一化） 

【文部科学省 前川官房長ほか】 
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○外国人への医療サービス提供の充実

（外国人医師の国内医療解禁、病床規制の見直し等）

厚生労働省 資料
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国際戦略特区ＷＧ集中ヒアリング
資料

厚生労働省医政局
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外国の医師免許を有する者の我が国における医業の実施について

医師法第２条 医師になろうとする者は、医師国家試験に合格し、厚生労働大臣の免許を
受けなければならない。

第１７条 医師でなければ、医業をしてはならない。

【原則】

「外国医師等が行う臨床修練に係る医師法第１７条等の特例等に関する法律」
【趣旨】

医療分野における国際交流の進展と発展途上国の医療水準の向上に寄与することを目指し、医療研修を
目的として来日した外国の医師等に対し、その目的を十分に達成することができるよう、当該研修で診療
を行うことを特例的に認める制度。
【臨床修練の許可】

外国の医師等は、厚生労働大臣の許可を受けて、２年以内の期間、臨床修練を行うことができる。

① 医療に関する知識・技能の習得を目的として本邦に入国していること。

② 臨床修練を行うのに支障のない日本語等の能力を有すること。

③ 外国の医師等の資格を取得後、３年以上の診療経験を有すること。

→年限の弾力化、手続き・要件の簡素化、教授・臨床研究目的での診療行為の容認等の
見直しについて、医療法等改正法案の一部として法案を提出することとしている。

【特例】臨床修練制度

イギリス、アメリカ、フランス、シンガポールの医師については、二国間での取り決めに基づき、
我が国に在留する外国人に対し診療（保険対象外）を行うこと前提に、特例的に英語による医師国
家試験を実施

【日本の医師国家試験における特例】

１
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救急医療のための病床や治験のための病床など、更なる整備が必要となる一定の病床については、

病床過剰地域であっても整備することができる特例を設定

○ 基準病床数を、全国統一の算定式により算定
※一般病床・療養病床は、二次医療圏ごとの性別・年齢階級別人口、病床利用率等から計算

精神病床は、都道府県の年齢階級別人口、１年以上継続して入院している割合、病床利用率等から計算

結核病床は、都道府県において結核の予防等を図るため必要な数を知事が定めている

感染症病床は、都道府県の特定感染症指定医療機関等の感染症病床の合計数を基準に知事が定めている

○ 既存病床数が基準病床数を超える地域（病床過剰地域）では、開設・増床について、公的医療
機関等については許可しないことができ、それ以外の医療機関については勧告することができる
（医療法）。

○ 勧告を受けた病床については、保険医療機関の指定をしないことができる（健康保険法）。

仕組み

病床の整備について、病床過剰地域（※）から非過剰地域へ誘導することを通じて、
病床の地域的偏在を是正し、全国的に一定水準以上の医療を確保
※既存病床数が基準病床数（地域で必要とされる病床数）を超える地域

目的

基準病床数制度について

病床数の算定に関する例外措置

２
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①申請
事務局
（日本医療
教育財団）

⑦認証

認証審査会
（有識者会議）

認証・調査

③調査

認定調査員
（サーベイヤー）

※※

②
調査依頼

④

審査結果
取りまとめ

※日本医療機能評価機構
又はJoint Commission 

International （JCI）による認
証を受けた医療機関が対象

医療機関※

⑤審議依頼

外国人患者受入れ医療機関認証制度（H24.7.9.～）
Japan Medical Service Accreditation for International Patients

○国際医療交流の観点から、厚生労働省では、外国人が安心して医療機関を受診できる環境を整備するため、医
療機関の申請に基づき第三者機関（日本医療教育財団）が外国人受入体制等について審査・認証する仕組み作
りを支援。

審議

⑥審議結果
報告

※※日本医療教育財団が調査員を育成・認定。
認定を受けた認定調査員は日本医療教育財団に登録。

・受入れ対応
・患者サービス
通訳・翻訳
院内環境の整備
宗教・習慣の違いへ
の対応

・医療提供の運営
・組織体制と管理
・改善に向けた取り組み

外国人患者受入れ医療機関認証制度（JMIP）

・（神奈川）
湘南鎌倉総合病院

・（鹿児島）
整形外科 米盛病院

・（大阪）

りんくう総合医療セン
ター

認証された病院
（H25.3.21認証）

３
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○ 有期労働契約期間（５年）の延長
（契約型正規雇用制度の創設等）

厚生労働省 資料
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１ 有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換

○ 有期労働契約が５年を超えて反復更新された場合（※１）は、労働者の申込みにより、
無期労働契約（※２）に転換させる仕組みを導入する。

（※１） 原則として、６か月以上の空白期間(クーリング期間)があるときは、前の契約期間を通算しない。
（※２） 別段の定めがない限り、申込時点の有期労働契約と同一の労働条件。

２ 有期労働契約の更新等（「雇止め法理」の法定化）

○ 雇止め法理(判例法理) を制定法化する。 （※）

（※） 有期労働契約の反復更新により無期労働契約と実質的に異ならない状態で存在している場合、または
有期労働契約の期間満了後の雇用継続につき、合理的期待が認められる場合には、雇止めが客観的に合理的な
理由を欠き、社会通念上相当であると認められないときは、有期労働契約が更新（締結）されたとみなす。

３ 期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止

○ 有期契約労働者の労働条件が、期間の定めがあることにより無期契約労働者の
労働条件と相違する場合、その相違は、職務の内容や配置の変更の範囲等を考慮して、
不合理と認められるものであってはならないと規定する。

労働契約法の一部を改正する法律（平成２４年法律第５６号）の概要

有期労働契約を長期にわたり反復更新した場合に無期労働契約に転換させることなどを
法定することにより、労働者が安心して働き続けることが可能な社会の実現を図る。

施行期日：２については平成２４年８月１０日（公布日）。１、３については平成２５年４月１日。
9



いつ無期転換の申込みができるか (無期転換の仕組み)

③無期労働契約
５年

←

締
結

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

④
更
新

１年

←

②
転
換

１年

①
申
込
み

１年 ③無期労働契約
←

④
更
新

←

②
転
換

①
申
込
み

１年

【平成25年4⽉開始で契約期間が１年の場合の例】

通算5年を超えて契約更新した労働者が、その契約
期間中に無期転換の申込みをしなかったときは、次
の更新以降でも無期転換の申込みができます。

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 H32.4

無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃⾦、労働時間など）は、別段の定めがない限り、直前
の有期労働契約と同⼀となります。別段の定めをすることにより、変更可能です。
→ 労働者が申込みをしたときに、原則として従前と同⼀条件で無期に転換するルールです。いわ
ゆる正社員並みの待遇とすることや、賃⾦の引上げを義務付けてはいません。
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○ 都心居住促進のための容積率・用途等集団規制の
見直し

国土交通省 資料
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容積率制限を緩和する主な特例制度 ＜ ＞は平成２３年３月３１日現在の実績

一団地の総合的設計制度
（昭和25年創設）

総合的設計による複数建築物について、容積率等の規制を同一敷地内にある
ものとみなして一体的に適用する。 ＜17,461地区＞

特定街区

（昭和36年創設)

一定以上の幅員の道路に囲まれた街区等において、良好な環境と健全な形態
の建築物を建築し、有効な空地を確保すること等により市街地の整備改善を図
るため、空地の規模等に応じた容積率制限の緩和等を行う。 ＜111地区＞

高度利用地区

（昭和44年創設）

建築物の敷地等の統合を促進し、小規模建築物の建築を抑制するとともに、建
築物の敷地内に有効な空地を確保することにより、用途地域内の土地の合理
的かつ健全な都市機能の更新とを図る。 ＜1,018地区＞

総合設計制度
（昭和45年創設）

敷地内に一定以上の空地を確保する建築計画について、市街地の環境の整備
改善に資すると認められる場合に、容積率制限の緩和等を行う。 ＜3,142件＞

高層住居誘導地区
（平成9年創設）

都心の居住機能の確保等を図るため、住宅と非住宅が混在する地域内の高層
住宅を誘導すべき地区において、容積率制限の緩和等を行う。 ＜2地区＞

連担建築物設計制度
（平成10年創設）

既存建築物を前提とした合理的な設計による複数建築物について、容積率等
の規制を同一敷地内にあるものとみなして一体的に適用する。 ＜735件＞

特例容積率適用地区

（平成13年創設･17年改正）

適正な配置及び規模の公共施設を備えた土地の区域において、特例容積率の
限度の指定の申請に基づき、特例敷地のそれぞれに適用される特例容積率の
限度を指定する。 ＜1地区＞

都市再生特別地区

（平成14年創設）

都市再生に貢献し土地の高度利用を図るため、都市再生緊急整備地域内にお
いて、既存の用途地域等に基づく規制にとらわれず自由度の高い計画を定める
ことにより、容積率制限の緩和等を行う。 （60地区 ※平成25年3月末現在）

※この他、再開発等促進区、高度利用型地区計画、容積適正配分型地区計画、用途別容積型地区計画等の地区計画制度を活用
した容積率制限の緩和も可能。
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都 市 再 生 本 部 （本部長：内閣総理大臣）

都市再生基本方針

都市再生特別地区

都市計画提案制度

(60地区)

都市再生事業に係
る認可等の迅速化

民間都市再生

事業計画

(63計画認定)

大臣認定

民間の活力を中心とした都市再生

税 制 特 例

金 融 支 援

都市計画等の特例

都市再生安全確保計画
※H24改正

都市再生緊急整備地域
（政令で指定：63地域 7,783ha）

特定都市再生緊急整備地域
（政令で指定：11地域 3,396ha）

都市の国際競争力の強化

地域整備方針〔都市再生本部決定〕

※ 平成25年4月1日現在

都市再生制度に関する基本的な枠組及び都市再生緊急整備地域一覧

仙台市
2地域 125ha

さいたま市 川口市
2地域 115ha

東京都 7地域
2,760ha

東京都心・臨海地域
1,991ha
新宿駅周辺地域 220ha
渋谷駅周辺地域 139ha
品川駅・田町駅周辺地域
180ha

千葉市 柏市
4地域 185ha

横浜市 4地域 286ha
川崎市 3地域 534ha

相模原市 藤沢市 厚木市 3地域
86ha

横浜都心・臨海地域 233ha
川崎殿町・大師河原地域
43ha

静岡市 浜松市
2地域 91ha

岐阜市
1地域 30ha

名古屋市 3地域 553ha

名古屋駅周辺・伏見・栄地域
110ha

京都市 向日市 長岡京市
4地域 261ha

神戸市 尼崎市
4地域 367ha

大阪市 堺市 守口市 寝屋川市 豊中市
高槻市 13地域 1,134ha

大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域
82ha
大阪コスモスクエア駅周辺地域 53ha

岡山市
1地域 47ha

広島市 福山市
2地域 84ha

高松市
1地域 51ha

福岡市 2地域 790ha
北九州市 2地域

110ha
福岡都心地域 231ha

那覇市
1地域 11ha

札幌市 2地域 163ha

札幌駅・大通駅周辺地域 110ha
都市再生緊急整備地域

（ 63地域 7,783ha）

特定都市再生緊急整備地域
（ 11地域 3,396ha ）

＜凡例＞

都市再生緊急整備地域一覧

認定民間都市再生事業の例

※国際戦略総合特区制度とも連携

虎ノ門ヒルズ
（東京都心・臨海地域）

グランフロント大阪
（大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域）
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都市再生特別地区

都市再生に貢献し土地の高度利用を図るため、都市再生緊急整備地域内において、

既存の用途地域等に基づく規制にとらわれず自由度の高い計画を定めることにより、

容積率制限の緩和等を行う。 （６０地区、１２９ha （平成25年3月末現在））

１．対象

都市再生緊急整備地域内で、都市の再生に貢献し、土地の合理的

かつ健全な高度利用を図る必要がある区域

２．決定方法

都道府県及び政令指定都市が都市計画の手続を経て決定

（提案制度により都市開発事業者による提案が可能）

３．計画事項

以下の事項を従前の用途地域等に基づく規制にとらわれずに定める

ことができる。

○誘導すべき用途（用途規制の特例が必要な場合のみ）

○容積率の最高限度（４００％以上）及び最低限度

○建ぺい率の最高限度 ○建築面積の最低限度

○高さの最高限度 ○壁面の位置の制限

これにより、用途地域等における以下の規制を適用除外。

・用途地域及び特別用途地区による用途制限

・用途地域による容積率制限 ・斜線制限

・高度地区による高さ制限 ・日影規制

日本橋二丁目地区（東京都中央区）
区域面積：約４.8ha

用途地域：商業地域

容 積 率 ：800%、700％ → 1990％ 等

◇ 事例

◇制度概要

14



都市再生特別地区における住宅供給の例

大崎駅西口Ａ地区 （東京都品川区）
用 途 ： 住宅、事務所、店舗等
容積率 ： ６５０％ （指定容積率 ３００％）

淡路町二丁目西部地区（東京都千代田区）
用 途 ： 北地区：住宅、事務所、店舗、駐車場

南地区：公共施設（区福祉施設等）
容積率 ： 北地区：９９０％ （指定容積率 ６００％、５００％ ）

南地区：５５０％ （指定容積率 ５００％）

日本橋室町東地区 （東京都中央区）
用 途 ： 事務所、住宅、店舗、文化・交流施設
容積率 ： １３００％ （指定容積率 ８００％、７００％）

大阪駅北地区 （大阪市）
用 途： （Ａ地区）事務所、商業施設

（Ｂ地区）事務所、ナレッジ・キャピタル、商業施設、住宅
ホテル・サービスアパートメント、コンベンション

容積率：Ａ地区：１６００％ （指定容積率 ８００％）
Ｂ地区：１１５０％ （指定容積率 ６００％）

15



○ 羽田空港国際化のための羽田・成田離着陸割当ての柔軟化
（羽田への国際線割当てと成田への国内線割当ての交換促進）

国土交通省 資料
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首都圏空港（羽田・成田）の年間発着枠の増加

羽田空港
（うち国際線）

成田空港 首都圏空港全体

H22.10月まで
（羽田Ｄ滑走路供用前）

30.3万回 22万回 52.3万回

H25.3.30 まで 39万回 （ 6万回 ） 25万回 64万回

現在

（H25.3.31 以降）

41万回 （ 6万回 ）

最終形
羽田：H25年度末
成田：H26年度中

44.7万回 （ 9万回 ） 30万回 74.7万回

以降、首都圏空港を含めたオープンスカイを実施

68万回27万回

＊１．いずれも年間当たりの回数である。

＊２．回数のカウントは、１離陸で１回、１着陸で１回のため、１離着陸で２回とのカウントである。
＊３．羽田空港の発着枠数の中には、深夜早朝の国際チャーター便等の運航に使われる枠数も含まれる。

国内線２万回を増枠

国際線３万回を増枠

17



首都圏空港の機能強化に係る主要整備事業

成田空港羽田空港

首都圏の都市間競争力を高めるために必要な首都圏空港（羽田空港・成田空港）の機能拡充・強化のため、平成２６年度中に発着容
量７５万回への増枠の達成を目的とした整備等を推進。

【管制機能の向上のための整備】
○ ＷＡＭの導入

【施設の拡充整備等】
○ 発着容量27万回化に対応した整備
・誘導路の新設
・駐機場の増設

○ 発着容量30万回化に対応した整備
・ＬＣＣ専用ターミナルの整備
・駐機場の増設

○ターミナルビルの増設・機能強化

【国際線地区の拡充】

○国際線９万回への増枠に必要な整備
・駐機場等の増設
・ＣＩＱ施設の増設 ・空港アクセス道路改良

【発着容量の拡大】

○発着容量44.7万回への増枠に必要な整備
・駐機場等の新設

【長距離国際線の輸送能力増強】

○深夜早朝時間帯に就航する長距離国際線の大型化を可能
・Ｃ滑走路延伸事業

Ａ滑走路（3,000m）

Ｂ滑走路

（2,500m）

Ｃ滑走路（3,000m）

国際線地区の拡充
（PFI手法を活用）

Ｄ滑走路

（2,500m）

Ｃ滑走路延伸（360m）

駐機場等の新設

駐機場等の新設

Ｄ滑走路、国際線旅客ターミナル
平成22年10月21日 供用開始

Ａ滑走路 4,000m

Ｂ滑走路 2,500m

第2旅客ターミナルビル

第1旅客ターミナルビル

貨物取扱施設区域 航空機整備施設区域

空港南部貨物地区

ターミナルビルの
増設・機能強化

WAM※の導入
【30万回化対応】

※管制機能向上に必要な監視装置

ＬＣＣ専用ターミナルの整備
【30万回化対応】

駐機場増設
【27万回化対応】
【30万回化対応】

誘導路新設
【27万回化対応】

≪空港容量の段階的拡大≫
現状(平成25年3月末～)：27万回
平成26年度中 ：30万回
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各国・地域との合意状況

国・地域
日本発着旅客数

（2010年度）
日本発着総旅客数（※）

における割合

オープンスカイ
合意国・地域

（23ヶ国・地域）

米国、韓国、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、
ﾏﾚｰｼｱ、香港、ﾍﾞﾄﾅﾑ、
ﾏｶｵ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｶﾅﾀﾞ、

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾌﾞﾙﾈｲ、台湾、
英国、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、

ｽﾘﾗﾝｶ、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、ﾌﾗﾝｽ、中国
（注1）、ｵﾗﾝﾀﾞ、ﾃﾞﾝﾏｰｸ､ｽｳｪｰﾃﾞ

ﾝ､ﾉﾙｳｪｰ、ﾀｲ（注2）

4,752 万人 91 %

（凡例）

国・地域名
合意年月日（又は予定）
（旅客数、割合、順位）

⑥ ベトナム
2011年6月9日合意

（94万人、2％、12位）

③ シンガポール
2011年1月19日合意
（179万人、3％、7位）

⑧ インドネシア
2011年8月11日合意
（62万人、1％、14位）

（2013年5月1日現在）

（※）日本発着総旅客数＝5,208万人（2010年度）
首都圏空港を含めたオープンスカイは、2013年夏期スケジュール（成田空港の発着枠
年間27万回時）より実現

（注1） 北京及び上海、成田及び羽田を除くオープンスカイの実現
（注2） タイとの合意内容は、タイ側において国内手続きが完了した段階で正式に発効

⑪ ブルネイ
2011年10月28日合意⑮ スリランカ

2012年3月23日合意
（6万人、0.1％、32位）

オープンスカイ交渉の進捗状況について

⑬ 英 国
2012年1月20日合意
（65万人、1％、13位）

⑯ フィンランド
2012年6月8日合意
（40万人、1％、19位）

⑱ 中 国
2012年8月8日合意

（794万人、15％、3位）

④ マレーシア
2011年2月24日合意
（53万人、1％、16位）

㉓ タ イ
2012年11月21日合意
（228万人、4％、6位）

② 韓 国
2010年12月22日合意

（1,060万人、20％、1位）

⑰ フランス
2012年7月7日合意

（112万人、2％、10位）

⑲ オランダ
2012年8月23日合意
（48万人、1％、17位）

㉑ デンマーク
2012年10月11日合意
（13万人、0.3％、29位）

㉒ ノルウェー
2012年10月11日合意

⑨ カナダ
2011年9月14日合意
（58万人、1％、15位）

① 米 国
2010年10月25日合意
（996万人、19％、2位）

⑭ ニュージーランド
2012年2月16日合意

（20万人、0.4％、22位）

⑩ オーストラリア
2011年9月29日合意
（94万人、2％、11位）

⑦ マカオ
2011年7月14日合意
（7万人、0.1％、31位）

⑳ スウェーデン
2012年10月11日合意

⑤ 香 港
2011年5月19日合意
（355万人、7％、5位）

⑫ 台 湾
2011年11月10日合意
（467万人、9％、4位）
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稲毛区

印西市

三浦市

横須賀市

葉山市

逗子市

金沢区

鎌倉市

栄区

港南区 磯子区

中区神奈川区

戸塚区

藤沢市

茅ヶ崎市

寒川町

海老名市 綾瀬市

座間市
大和市

泉区

旭区

瀬谷区
西区保土ヶ谷区

神奈川区

緑区

港北区

都築区

青葉区

鶴見区

川崎区

幸区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

町田市

多摩市
稲城市

日野市
府中市

国立市

昭島市 立川市

武蔵村山市
東大和市

東村山市

清瀬市

国分寺市
小金井市

小平市
西東京市

調布市

東久留米市

武蔵野市

三鷹市

狛江市

世田谷区

杉並区

練馬区

大田区

板橋区

中野区

品川区

目黒区

渋谷区

新宿区

港区

豊島区

北区

足立区

葛飾区

江戸川区

江東区中央区

千代田区

文京区 墨田区台東区

荒川区

三郷市

八潮市

草加市

川口市

鳩ヶ谷市

戸田市

蕨市

和光市新座市

朝霞市

所沢市

南区

志木町
三芳町

富士見市

ふじみ野市

桜区狭山市

入間市

川越市

吉川市越谷市

松伏町

春日部市

岩槻区

緑区

見沼区

浦和区

中央区

西区 大宮区

北区

上尾市

川島町

伊奈町

蓮田市

宮代町
桶川市

鶴ヶ島市

坂戸市

東松山市

野田市

流山市

柏市

松戸市

市川市

浦安市

船橋市

鎌ヶ谷市

白井市

我孫子市

栄町

成田市

八千代市

習志野市

佐倉市

花見川区

美浜区

四街道市

若葉区

中央区

緑区

八街市

市原市

袖ヶ浦市

木更津市

君津市

富津市

大多喜町

勝浦市

いすみ市

御宿町

長南町

長柄町 茂原市

睦沢町
一宮町

長生村

白子町

大網白里町

東金市

九十九里町

山武市

芝山町富里市
酒々井町

神崎町

守谷市

常総市

つくばみらい市

取手市

利根町

河内町

龍ヶ崎市

稲敷市

牛久市

阿見町

北風時到着経路

東京都

神奈川県

埼玉県

千葉県

茨城県

羽田空港再拡張後
の飛行経路

【出発経路】

6000ft未満

6000ft以上

6000ft以上

【到着経路】

6000ft未満

（北風時）

（南風時）

南風時到着経路

南風好天 南風悪天

北風好天
以外

北風好天

（南風時）

（北風時）
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○ 有料道路運営の民間への開放（コンセッション方式の導入）

国土交通省 資料
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国家戦略特区ＷＧ 集中ヒアリング

有料道路運営の民間への開放
（コンセッション方式の導入）

平成２５年５月２８日（火）

国土交通省道路局
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愛知県からの特区提案と対応状況

１．愛知県からの提案

有料道路の分野においても民間の経営ノウハウを積極的に活用す
るため 民間企業が事業主体として参入できる特別の措置を求めるるため、民間企業が事業主体として参入できる特別の措置を求める。

（平成２４年４月）

国土交通大臣

許可

【イメージ図】

地方道路公社 民間事業者

料金

運営権の付与

運営権の対価

２．政府の対応方針

利用者

愛知県からの具体的な事業スキーム等の提案を踏まえ、同
県と速やかに協議し、平成２５年５月を目途に結論を得る。

（平成２４年８月２１日 構造改革特区推進本部決定）

２．政府の対応方針

○ H24.12 愛知県において設置した有識者検討会（※）の
報告書とりまとめ

３．愛知県における対応

（※）国土交通省道路局もオブザ バ として参加（※）国土交通省道路局もオブザーバーとして参加

○ H25.5.28  事業スキーム等を提案
（愛知県 → 国土交通省）
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愛知県道路公社の概要

（１）設立年月日 ： 昭和４７年５月１６日

（２）基本財産 ： 出資金 ７３５．８億（２）基本財産 ： 出資金 ７３５．８億
（内訳） 愛知県 ７３５．３億（９９．９％）

豊田市 ０．５億（ ０．１％）

（３）職員数（役員除く。） ： １０５人（平成２４年４月現在）

（４）運営中路線の概要（ ）運営中路線の概要

コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン

対
象
予
定
路ン

方
式

路
線

※供用延長、交通量、料金収入共に第１位（指定都市高速道路を除く。）
※平成２３年度における料金収入は１６４億円
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現行の道路整備特別措置法の考え方

○建設された道路は無料で一般交通の用に供される「無料公開の

原則」。

○一方で、道路の整備を促進するため、借入金により整備し、通

行料金を徴収してその返済に充てる有料道路制度を規定するとと

もに、料金の徴収主体を高速道路会社、地方道路公社等に限定し

ている。

○道路整備特別措置法（昭和三十一年三月十四日法律第七号）（抄）
第三条 会社は、（中略）国土交通大臣の許可を受けて、高速道路を新設し、又は改築

して、料金を徴収することができる。
２～１０（略）

第十条 地方道路公社は、（中略）国土交通大臣の許可を受けて、当該道路を新設し、
又は改築して、料金を徴収することができる。

２～７（略）

第十八条 道路管理者（都道府県道又は市町村道の道路管理者に限る。以下この条にお
いて同じ。）は、（中略）条例で定めるところにより、当該道路を新設し、又は改築
して、料金を徴収することができる。

２～４（略）

○料金は借入金の償還のために徴収するものであり、利潤は含ま

れない。

○道路整備特別措置法（昭和三十一年三月十四日法律第七号）（抄）
第二十三条 料金の額は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

一 会社が第三条第一項の許可を受けて新設し、若しくは改築し、又は第四条の規定
により維持、修繕及び災害復旧を行う高速道路（中略）にあつては、協定の対象
となる高速道路（中略）の貸付料及び会社が行う当該高速道路の維持、修繕その
他の管理に要する費用で政令で定めるものを、料金の徴収期間内に償うものであ
ること。

二 （略）
三 前二号の道路以外の道路にあつては、当該道路の新設、改築、維持、修繕その他

の管理に要する費用で政令で定めるものを、料金の徴収期間内に償うものである
こと。

四・五（略）
２～４（略）
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民間事業者による有料道路事業の運営の実現 

 

について（提案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年５月 

愛  知  県 
 

  

知多半島道路 半田中央ＪＣＴ 

知多横断道路 

知多半島道路 
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平成２５年５月２８日 

 

国土交通大臣 太 田 昭 宏 殿 

 

 

平成２４年２月２８日付けで構造改革特区提案した「民間事業者による有料道路事

業の運営の実現」について下記のとおり具体的な事業スキーム等を提案するので、道

路整備特別措置法に関し必要な規制の特例措置を講じるよう求めます。 

記 

１. 民間事業者による有料道路事業の運営 

民間における新たな事業機会を創出するとともに、民間事業者の創意工夫を活用

した低廉で良質な利用者サービス等の提供を図るため、道路整備特別措置法に基

づく有料道路事業について、コンセッションを導入し、公社が、民間事業者に対

して運営権の一部を付与する。 

① 運営権付与の方法 

 運営権の付与は、公社と民間事業者間の契約に基づき対価と引き換え

に行う。 

② 付与する運営権の内容 

 徴収する料金収入等は民間事業者自らに帰属する。 
 民間事業者自らの費用負担において有料道路の維持・運営（道路管理

者権限のうち公権力の行使に該当しないものに限る。）を行う。 

③ 運営権対価の価額 

 公社が、あらかじめ、基準となる価額を算定・提示したうえで、民間

事業者からの提案に基づき定める。 

④ 公社の機能 

 有料道路に係る資産・負債の管理 
 民間事業者が納付する運営権対価による建設費等の償還 
 公権力の行使に該当する道路管理者権限の業務 
 民間事業者の運営に対するモニタリング機能 

 

民間事業者による有料道路事業の運営の実現について（提案） 

愛知県知事 大 村 秀 章 
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２. 民間事業者へのインセンティブの付与 

民間事業者の創意工夫による利用者サービス向上や集客による増収、効率的管理

に向けた取組を促すため、民間事業者による有料道路やＰＡの運営等の結果生じ

る増収や経費節減等の収支差（プラス）について、一定のルールを設けてインセ

ンティブとして民間事業者に付与するとともに、減収や経費増加等により生じる

収支差（マイナス）についても一定のルールを設けて民間事業者の損失とする。 
 

   《公社運営》 
総収入（単価×利用者数/年×期間）等   

維持管理費等 

   《民間事業者運営》 
総収入（単価×利用者数/年×期間）等 増収 

維持管理費等 節減 

 

３. 道路の利便性向上・維持のための料金徴収継続 

《利便性向上のための料金徴収継続》 

大規模更新やＩＣ等利便性向上のための施設整備が必要な場合（民間事業者か

ら提案のある場合を含む。）においては、民間における事業機会の拡大や、民間

の創意工夫を活用して低廉で良質な利用者サービスの更なる向上を図るため、民

間事業者がこれを行うことを認める。 
この場合において、施設整備等に要した費用については料金収入で償うことと

し、その料金徴収期間については負担の世代間公平の観点から、また、料金の額

については現在の料金の額の範囲内でかつ道路の利便性（定時性・高速性）・安

全性を損なわないことを条件に、民間事業者の提案も求めながら、弾力的に設定

する。 

《維持管理費用の安定確保のための料金徴収継続》 

定時性や高速性など期待される適正なサービス水準の維持に必要な維持管理

費用を受益者負担により安定的に確保するため、料金徴収期間満了後においても、

維持管理費用相当額について料金徴収を継続する。 
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維持管理有料の適用について

＜法定要件 ： 道路整備特別措置法第１５条＞

①維持又は修繕に関する工事に特に多額の費用を要する

②本来道路管理者が維持又は修繕に関する工事を行うことが著しく困難又は不適当②本来道路管理者が維持又は修繕に関する工事を行うことが著しく困難又は不適当

※料金徴収期間満了の日の６ヶ月前までに国土交通大臣へ申請が必要

維持管 有料道路事例

関門トンネル 富士山有料道路 真鶴道路
かんもん ふ じ さ ん まなづる

＜維持管理有料道路事例＞

管理主体 ＮＥＸＣＯ西日本 山梨県道路公社 神奈川県道路公社

延長 6.4Km 24.1Km 4.5Km

料金
150円 1 000円 200円

（普通車）
150円 1,000円 200円

S48 11 14～H37 9 30 H17 6 7～H37 9 30 H20 9 4～H40 9 3
維持管理有料期間

S48.11.14～H37.9.30
（民営化後20年間）

H17.6.7～H37.9.30
（20年間）

H20.9.4～H40.9.3
（20年間）
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○ 公立学校運営の民間への開放（公設民営学校の解禁）

文部科学省 資料

30



○ 「公立学校運営の民間への開放」（公設民営学校の解禁）

公私協力の方式による公設民営について

○ 地方公共団体が校地・校舎を提供し、民間と連携・協力して学校法人を設立する方

式による公設民営は可能であり、これまでも、構造改革特区「公私協力学校設置事業」

の特例措置の創設や、特区以外の公私協力方式による公設民営学校の設置が行われて

きている。

≪参考資料１≫

○ 構造改革特区における「公私協力学校設置事業」は、地方公共団体が校地・校舎を

無償又は廉価で譲渡又は貸与して学校法人を設立し、当該学校法人（公私協力学校法

人）が、地方公共団体の支援・関与の下に学校運営を行う場合に、当該学校法人の設

立認可に係る資産審査を省略するものである。

※ 「公私協力学校設置事業」については、これまでのところ特区認定の実績なし。

≪参考資料２≫

○ 一方、特区「公私協力学校」の特例を活用せずとも、地方公共団体が校地・校舎を

譲渡又は貸与や出資を行い、学校法人を設立して、公設民営学校を設置することは可

能である。

※ このタイプの公設民営学校については、複数の設置事例あり。

≪参考資料３≫

【参考】公立学校の管理･運営の包括的な委託について

○ 公の施設等の業務については、従来より、事実上の行為に相当する業務・サービス

や、定型的な処分行為（例えば、入館許可など）に係る部分を、契約に基づき、包括

的に民間委託することが行われてきた。

○ 一方、公の意思に基づく非定型的な処分行為等（公権力の行使）や公の意思の形成

への参画を伴う職務については、いわゆる「当然の法理」により、公務員が行うこと

が前提とされ、これらを内容とする業務を民間委託することは、法制的に困難とされ

ている。

○ 公立学校の業務についても、過去において、その包括的委託の可能性について検討

された経緯があるが、その結果として、

公立学校教育は、

・ 設置者である地方公共団体の「公の意思」に基づき実施されるものであること、

・ 入退学の許可や卒業の認定等の公権力の行使と日常の指導等が一体として実施さ

れるもの（公権力の行使と単なる事実上の行為との切り分けが困難）であること、

等を踏まえれば、これを包括的に委託すること（包括的に委託しつつ、なおこれを公

立学校教育と位置付けること）は困難であり、学校の公設民営については、上記の公

私協力の方式により行うものとの法制的整理がなされている。
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公 設 民 営 学 校 の 比 較

構
造
改
革
特
区
に
よ
る

公
私
協
力
学
校

◎ 地方公共団体と民間主体が協力して学校法人を設立
（地方公共団体が、校地・校舎等を提供）

◎ 地方公共団体と学校法人の連携・協力により、学校運営

◎ 地方公共団体と民間主体が協力して学校法人を設立
（地方公共団体が、校地・校舎等を提供）

◎ 地方公共団体と学校法人の連携・協力により、学校運営

☆ 必要な施設設備（校地・校舎等）を、特区地方公共団体が無償・廉
価で貸与・譲渡等（その一部を、学校法人自らが整備することも可）。

☆ 毎年度の運営費のうち、学校法人の自己収入のみでは不足する
分を、特区地方公共団体が補助。

☆ 設立認可にあたり、資産要件の審査不要。

公
私
協
力
方
式

の
学
校

◎ 地方公共団体と民間主体が協力して学校法人を設立
（地方公共団体が、校地・校舎等を提供）

◎ 地方公共団体と民間主体が協力して学校法人を設立
（地方公共団体が、校地・校舎等を提供）

☆ 必要な施設設備（校地・校舎等）の一部を、地方公共団体が貸与・
譲渡等。

☆ 毎年度の運営費は、学校法人の負担。
（都道府県や、協力する地方公共団体が支援することも可。）

≪参考資料１≫
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≪参考資料２≫ 

公公私私協協力力学学校校設設置置事事業業ににつついいてて  
 

１．経 緯 

 

 

 

 

２．概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．骨 子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 公私協力学校法人の設立認可についての特例 

・ 地方公共団体が、学校の設置・運営経費を支援し、安定的な学校運営が

可能と認められることを条件に、都道府県知事の資産審査を省略。 

・ 公私協力学校法人は、その寄附行為において、その設置する学校が公私

協力学校である旨規定。 

（２） 特区地方公共団体の支援 

・ 地方公共団体は、公私協力学校法人に対し、 

①校地校舎等の基本財産を無償又は廉価で貸与又は譲渡。 

②学校運営に要する経費の不足分を補助。 

（３） 地方公共団体の関与 

・ 予め定める基本計画に基づき、公私協力学校法人を指定。 

・ 毎年度、公私協力学校の運営計画及び収支予算を認可。 

「骨太の方針 2003（平成 15 年 6 月）」及び「構造改革特別区域推進本部決定（同年

9 月）」等を踏まえ、構造改革特区で高等学校及び幼稚園を対象に制度化。 

○ 地方公共団体のニーズを反映した特色ある教育活動を実施。 

○ 地方公共団体の支援・関与で安定した経営・運営を実現。 

「公私協力学校法人」を設立 

 

 

公私協力学校（高等学校・ 

幼稚園）を設置・運営 

 

人材、 
ノウハウ等 
を提供 

・
学
校
法
人 

・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人 

・
株
式
会
社 

学校施設の

提供等 

・
地
方
公
共
団
体 

民間事業者 構 造 改 革 特 区 
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○構造改革特別区域法（（平成十四年十二月十八日法律第百八十九号））（抄） 

 

（私立学校法の特例）  

第二十条 地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域において、地域の特性に応じた高等学校又

は幼稚園における教育の機会を提供するに当たり、その実現を図ろうとする教育の内容、当該教育に必

要な教職員の編制並びに施設及び設備、地域における当該教育の需要の状況等に照らし、当該地方公

共団体の協力により新たに設立される学校法人（私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条

に規定する学校法人をいう。以下この条において同じ。）が高等学校又は幼稚園を設置して当該地方公

共団体との連携及び協力に基づき当該教育を実施することが、他の方法により当該教育の機会を提供す

るよりも、教育効果、効率性等の観点から適切であると認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定

を受けたときは、当該認定の日以後は、当該教育を実施する高等学校又は幼稚園（以下この条及び別表

第十号において「公私協力学校」という。）の設置及び運営を目的とする学校法人（以下この条において

「協力学校法人」という。）を設立しようとする者であって第六項の指定を受けたもの（第三項において「指

定設立予定者」という。）が、所轄庁（同法第四条に規定する所轄庁をいう。以下この条において同じ。）に

対し、同法第三十条第一項の規定による寄附行為の認可を申請した場合においては、所轄庁は、同法第

三十一条第一項の規定にかかわらず、当該寄附行為の認可を決定するに当たり、同法第二十五条第一

項の要件に該当しているかどうかの審査を行わないものとする。  

２  前項の寄附行為には、私立学校法第三十条第一項各号に掲げる事項のほか、当該寄附行為により設

立する学校法人が協力学校法人である旨及びその設置する学校が公私協力学校である旨を定めなけれ

ばならない。  

３  第一項の認定を受けた地方公共団体（以下この条において「協力地方公共団体」という。）の長と協力

学校法人の所轄庁とが異なる場合において、指定設立予定者又は協力学校法人が、所轄庁に対し、次

に掲げる申請又は届出を行おうとするときは、協力地方公共団体の長を経由して行わなければならない。

この場合において、協力地方公共団体の長は、当該申請又は届出に係る事項に関し意見を付すことがで

きるものとし、所轄庁は、その意見に配慮しなければならない。  

一  私立学校法第三十条第一項の規定による寄附行為の認可の申請  

二  私立学校法第四十五条第一項又は第二項の規定による寄附行為の変更の認可の申請又は届出  

三  私立学校法第五十条第二項の規定による解散についての認可又は認定の申請  

四  学校教育法第四条第一項の規定による学校の設置廃止、設置者の変更及び同項 に規定する政令

で定める事項の認可の申請  

４  協力地方公共団体の長は、公私協力学校の設置及び運営に関し、次に掲げる事項を定めた基本計画

（以下この条において「公私協力基本計画」という。）を定め、これを公告しなければならない。  

一  収容定員に関する事項  
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二  授業料等の納付金に関する事項  

三  施設又は設備の整備及び運営に要する経費についての助成措置に関する事項  

四  協力学校法人の解散に伴う残余財産の帰属に関する事項  

５  公私協力基本計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項を定めるよう努めるも

のとする。  

一  教育目標に関する事項  

二  その他公私協力学校の設置及び運営に関する重要事項として文部科学省令で定めるもの  

６  第四項の規定により公告された公私協力基本計画に基づき協力学校法人を設立しようとする者は、当

該公告を行った協力地方公共団体の長に申し出て、その設立しようとする協力学校法人について、公私

協力学校の設置及び運営を行うべき者としての指定を受けなければならない。  

７  協力地方公共団体の長は、前項の申出に係る協力学校法人が、公私協力基本計画に基づく公私協力

学校の設置を適正に行い、その運営を継続的かつ安定的に行うことができる能力を有するものであると

認めるときでなければ、同項の指定をしてはならない。  

８  協力地方公共団体の長は、地域における教育の需要の状況の変化その他の事情を考慮して必要があ

ると認めるときは、協力学校法人に協議して、公私協力基本計画を変更することができる。  

９  協力地方公共団体は、協力学校法人が公私協力学校の設置について学校教育法第四条第一項 の規

定による認可を受けた際に、当該協力学校法人が公私協力基本計画に基づき当該公私協力学校におけ

る教育を行うために施設又は設備の整備を必要とする場合には、当該公私協力基本計画に定めるところ

により、当該協力学校法人に対し、当該施設若しくは設備を無償若しくは時価よりも低い対価で貸し付け、

若しくは譲渡し、又は当該施設若しくは設備の整備に要する資金を出えんするものとする。  

１０  前項の規定は、地方自治法第九十六条 及び第二百三十七条 から第二百三十八条の五 までの規

定の適用を妨げない。  

１１  協力学校法人は、毎会計年度、文部科学省令で定めるところにより、公私協力基本計画に基づき、当

該年度における公私協力学校の運営に関する計画（以下この条において「公私協力年度計画」という。）

及び収支予算を作成し、協力地方公共団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。  

１２  協力地方公共団体は、協力学校法人が公私協力年度計画を実施するに当たり、公私協力基本計画

で定める授業料等の納付金による収入の額では、他の得ることが見込まれる収入の額を合算しても、な

おその収支の均衡を図ることが困難となると認められる場合には、公私協力基本計画に定めるところによ

り、当該協力学校法人に対し、当該公私協力年度計画の円滑かつ確実な実施のために必要な額の補助

金を交付するものとする。  

１３  私立学校振興助成法 （昭和五十年法律第六十一号）第十二条 （第三号に係る部分を除く。）及び第

十四条第一項 の規定は、第九項又は前項の規定により協力地方公共団体が協力学校法人に対し助成

を行う場合について準用する。この場合において、同法第十二条 中「所轄庁は、この法律の規定」とある
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のは「協力地方公共団体（構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）第二十条第三項に規

定する協力地方公共団体をいう。以下同じ。）の長は、同条第九項又は第十二項の規定」と、「学校法人

に」とあるのは「協力学校法人（同条第一項に規定する協力学校法人をいう。以下同じ。）に」と、同条第一

号及び第二号中「学校法人」とあるのは「協力学校法人」と、同条第四号中「学校法人」とあるのは「協力

学校法人」と、「所轄庁」とあるのは「協力地方公共団体の長」と、同法第十四条第一項中「第四条第一項

又は第九条に規定する補助金の交付を受ける学校法人」とあるのは「構造改革特別区域法第二十条第

九項又は第十二項の規定により助成を受ける協力学校法人」と、「作成しなければならない」とあるのは

「作成し、協力地方公共団体の長に届け出なければならない」と読み替えるものとする。  

１４  協力地方公共団体の長と協力学校法人の所轄庁とが異なる場合において、協力地方公共団体の長

及び協力学校法人の所轄庁は、相互に密接な連携を図りながら、協力学校法人に対し、前項において準

用する私立学校振興助成法第十二条の規定による権限の行使その他の当該協力学校法人の業務の適

切な運営を確保するための措置を講ずるものとする。  

１５  協力地方公共団体の長は、協力学校法人がその設置する公私協力学校の運営を公私協力基本計画

に基づき適正かつ確実に実施することができなくなったと認める場合においては、当該協力学校法人に

対し、当該公私協力学校に係る第六項の指定を取り消すことができる。  

１６  協力学校法人は、前項の規定による指定の取消しの処分を受けたときは、当該処分に係る公私協力

学校について、学校教育法第四条第一項の規定による廃止の認可を所轄庁に申請しなければならない。  

１７  協力地方公共団体の長は、第四項の規定による公私協力基本計画の策定及び第八項の規定による

公私協力基本計画の変更並びに第十一項の規定による公私協力年度計画及び収支予算の認可を行お

うとするときは、あらかじめ、当該協力地方公共団体の教育委員会に協議しなければならない。  

１８  教育基本法 （平成十八年法律第百二十号）第十五条第二項の規定は、公私協力学校について準用

する。  
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≪参考資料３≫

公私協力方式による公設民営学校設置（例）

   学  校  名 所轄 開校及び 設置法人名 設置の際の地方公共団体

県名 協力の開始 からの支援等

吉備高原学園高等学校 岡山県 Ｈ３ 学校法人吉備高原 ・岡山県から出資

学園 ・岡山県が学校施設を整備し無償貸与

・岡山県から運営経費の赤字補塡とし

ての基金の提供

・理事長が知事

・事務職員として県職員を派遣

ぐんま国際アカデミー初 群馬県 H１７ 学校法人太田国際 ・太田市から出資

等部・中等部・高等部 学園 ・太田市から運営資金提供

・理事長が太田市長

仰星学園高等学校 福岡県 H１８ 学校法人仰星学園 ・北九州市から廃校となった公立学校の

校地校舎を借用

東京シューレ葛飾中学校 東京都 H１９ 学校法人東京 ・葛飾区から廃校となった公立学校の校

シューレ学園 地校舎を借用

幕張インターナショナルス 千葉県 Ｈ２１ 学校法人幕張イン ・千葉県、千葉市から出資

クール ターナショナルスク

（幼稚園・小学校を設置） ール
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○ 海外トップスクール誘致のためのインターナショナルスクール
の設置認可要件等の見直し（国内校との競争条件の同一化）

文部科学省 資料
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- 1 -

「海外トップスクール誘致のためのインターナショナルスクールの設置認可要件等の見

直し(国内校との競争条件の同一化)」について

平成２５年５月

文 部 科 学 省

１．外国人子女の教育を担う教育施設(いわゆる外国人学校)については、学校教育法上、

その誘致に際しての特段の規制はない。

２．なお、文部科学省では、高度外国人材が就労にあたって重要視する子女の教育環境

を整備する観点から、昨年３月に、各都道府県に対し、外国人学校の各種学校設置等

の弾力的な運用を依頼する通知を発出する(参考１)等の措置を実施。

（参考）

１．学校教育法第１３４条に基づく「各種学校」として外国人学校を設置する場合に

は、都道府県等より認可を受ける必要がある。

※ 現在、インターナショナルスクール(主に英語で授業を行うもの)は、全国で４２校(うち

東京都は１７校)。このうち、各種学校の認可を受けていないインターナショナルスクール

は、全国で９校（うち東京都は５校）(参考２)。

※ なお、各種学校の認可を受けているインターナショナルスクールの定員充足率は、全国

平均で約７割(東京都は約９割)(参考３)。

２．外国人学校が各種学校としての認可や準学校法人※の設立認可等を受けた場合、

当該外国人学校に対して、以下の税制上の優遇措置や補助等の支援が講じられてい

る。

①一定の要件のもと授業料に対する消費税の非課税

②当該準学校法人の教育事業に対する法人税の非課税

③一定の要件のもと当該準学校法人に対する寄付に係る法人税及び所得税の軽減

④地方自治体からの助成(運営費補助等) 等

※私立学校法第６４条第４項の規定により、各種学校等の設置のみを目的として設立された法人

３．さらに、公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に

関する法律施行規則第１条第１項第２号の規定に基づき、文部科学大臣から指定を

受けた各種学校である外国人学校に在籍する生徒に対しても、高等学校等就学支援

金が支給される(参考４)。

４．なお、学校教育法第１条に規定する幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の学校

（いわゆる「１条校」）として外国人学校を設置する場合には、所轄庁たる都道府県

から学校の設置認可及び学校法人の設立認可を受ける必要があり、当該都道府県か

ら審査がなされることとなる（参考５）。
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- 2 -

参考資料

(参考１)

「外国人学校の各種学校設置・準学校法人設立認可の促進について(依頼)」

(平成２４年３月２９日)の主な内容

文部科学省から各都道府県に対し、地域の実情に応じ、要件の弾力化が進んでいる

県の取組を参考に、次のような取組を進めるよう依頼。

①校地・校舎について民間からの借用や短期借用を弾力的に認める

②運用資産の保有要件について、より少額の運用資産でも各種学校設立を認める

③外国人の地域への参画、外国人の子どもの就学機会の確保等を目的に、外国人

学校を対象として、他の各種学校とは別の基準を制定する 等

(参考２)

文部科学省で把握しているインターナショナルスクール※の状況

(平成２４年５月１日現在)

インターナショナルスクール(１条校を除く)：４２校(うち東京都１７校)

上記のうち、各種学校でないインターナショナルスクール：９校(うち東京都５校)

※ インターナショナルスクールは法令上、明確な定義が定められていないが、各種学校として認

可されているインターナショナルスクール、４つの国際的な評価機関(国際バカロレア、WASC、
JCSI、CIS)から認可されているインターナショナルスクール及び日本インターナショナルスクー
ル協会（JCIS）会員のインターナショナルスクールの情報を集約

(参考３)

インターナショナルスクール(各種学校)の定員充足率(平成２４年５月１日現在)

全国平均：７４．８％(全３３校 定員１３，０５７名 実員９，７６６名)

東京都平均：８８．５％(全１２校 定員 ６，４４５名 実員５，７０１名)

(参考４)

公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律施

行規則(平成二十二年文部科学省令第十三号)

（専修学校及び各種学校）

第一条公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律（以下

「法」という。）第二条第一項第五号に掲げる専修学校及び各種学校のうち高等学校の課程に類

する課程を置くものとして文部科学省令で定めるものは、次の各号に掲げるものとする。

一 専修学校の高等課程

二 各種学校であって、我が国に居住する外国人を専ら対象とするもののうち、次に掲げるも

の

イ 高等学校に対応する外国の学校の課程と同等の課程を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられたものであって、文部科学大臣が指定したもの

ロ イに掲げるもののほか、その教育活動等について、文部科学大臣が指定する団体の認定

を受けたものであって、文部科学大臣が指定したもの
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(参考５)

学 校 教 育 法

１ 条 校

大 学 専修学校 各種学校

高等学校 (学校教育法 (学校教育法

第１２４条) 第１３４条)

中 学 校

小 学 校

等

○一 条 校：学校教育法第１条に規定する幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教

育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校。

○専修学校：職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図ること

を目的として次の各号に該当する組織的な教育を行うもの。

○各種学校：学校教育に類する教育を行うもの。
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(参考)

(参考)

○学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)(抄)

第一条 この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等
専門学校とする。

第百二十四条 第一条に掲げるもの以外の教育施設で、職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向
上を図ることを目的として次の各号に該当する組織的な教育を行うもの（当該教育を行うにつき他の法律に特別の
規定があるもの及び我が国に居住する外国人を専ら対象とするものを除く。）は、専修学校とする。

一 修業年限が一年以上であること。
二 授業時数が文部科学大臣の定める授業時数以上であること。
三 教育を受ける者が常時四十人以上であること。

第百三十四条 第一条に掲げるもの以外のもので、学校教育に類する教育を行うもの（当該教育を行うにつき他の法
律に特別の規定があるもの及び第百二十四条に規定する専修学校の教育を行うものを除く。）は、各種学校とする。

１条校(高等学校) 専修学校 各種学校

目的 中学校における教育の
基礎の上に、心身の発
達に応じて高等普通教
育及び専門教育を施す
こと

職業若しくは実際生活
に必要な能力を育成し、
または教養の向上を図
ること

学校教育に類する教育
を行うこと

修業年限 ３年(定時制、通信制は
３年以上)

１年以上 １年以上(但し、簡易な技
術、技芸の課程は３ヵ月
以上)

卒業所要
授業時間等

７４単位 年間８００時間以上 年間６８０時間以上

教育内容 学校教育法施行規則、
学習指導要領に定める
教科科目

専修学校の教育を施す
にふさわしい授業科目

規定なし

教員資格 高等学校教諭普通免許
状を有する者

大卒後２年以上の実務
経験等

担当する教科に関して専
門的知識、技術、技能等
を有する者

教員数 「収容定員÷４０」人以
上

３人以上 ３人以上

校舎の面積 1,200㎡以上 200㎡以上
(文化・教養課程)

115.70㎡以上
(特別な事情があり、かつ、
教育上支障がない場合
はこの限りでない。)

運動場 8,400㎡以上の運動場
を備えなければならな
い

目的に応じて、運動場
その他必要な施設の用
地を備えなければなら
ない

規定なし

教材 検定教科書の使用 規定なし 規定なし
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○ 農地流動化のための農業委員会の関与廃止等

農林水産省 資料
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rika_baba
タイプライターテキスト
出典：長野県農業会議「農地地図情報システム（GIS）活用事例集」（平成20年３月）
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○ 先進医療等の保険外併用療養の範囲拡大（評価実施体制の
柔軟化等）

厚生労働省 資料
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国家戦略特区WG
厚生労働省提出資料

厚生労働省保険局

平成２５年５月２８日（火）
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○必要な医療については基本的に、保険診療で行われるべきである。

○保険適用となるのは、治療の有効性・安全性が確認された医療である。

我が国の医療保険制度は公費、保険料を財源として成り立っていることから、
保険給付の範囲の適正化等を図る必要がある。

例：治療の有効性・安全性が認められない、研究開発目的の医療や特殊療法
は公費や保険料を充てるのになじまない。

我が国の医療保険制度の基本的考え方

公的医療保険制度として

医療サービスは、高度に専門的な内容を含むものであり、かつ、患者の生
命・健康に直接かかわることから、患者の判断に委ねるには限界がある。
例；医師から保険適用の療法よりも、費用は高いが保険適用外の療法の方が

効くと言われれば患者は断りにくい。

患者にとって

1
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我が国の医療保険制度においては、
○必要な医療については基本的に、保険診療で行われるべきであること
○保険適用となるのは、治療の有効性・安全性が確認されたものであること

としている。

健康保険法において、保険診療と保険外診療（自由診療）を併用して治療を行う場合には、一定

の場合（厚生労働大臣の認める先進医療や、患者の自由な選択に係る費用（いわゆる差額ベッド代
等））を除いて、保険診療部分も含めて全て自己負担となる。

【いわゆる「混合診療」】

先進医療や差額ベッド代等

【保険外併用療養（法令で定めた一定の場合）】

最先端の医療や適応外の医薬品の使用などの先進的な医療技術については、安全性や有効性
を個別に確認した上で、先進医療制度等の枠組みの中で、保険診療との併用を認めており、こう
した一定のルールの中で患者のニーズに対応。

３割自己負担

（※）自己負担分については、研究機関や製薬会社等の資金を充てる場合もある。

保険外併用療養費について

保険外併用療養費

入院基本料等

保険診療 保険外診療保険診療 保険外診療

全額自己負担（※） 全額自己負担（※）

2
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保険外併用療養費として
医療保険で給付

患者から料金徴収可
（自由料金）

基礎的部分 上乗せ部分

（入院基本料相当） （差額ベッド料）

※ 保険外併用療養費においては、患者から
料金徴収する際の要件（料金の掲示等）を
明確に定めている。

保険外併用療養費の仕組み
［差額ベッドの場合］

○選定療養（１０種類）

・ 特別の療養環境（差額ベッド）

・ 歯科の金合金等

・ 金属床総義歯

・ 予約診療

・ 時間外診療

・ 大病院の初診

・ 大病院の再診

・ 小児う触の指導管理

・ １８０日以上の入院

・ 制限回数を超える医療行為

○評価療養（７種類）

・ 先進医療（先進Ａ：66技術、先進Ｂ：40技術 平成24年12月時点）

・ 医薬品の治験に係る診療

・ 医療機器の治験に係る診療

・ 薬事法承認後で保険収載前の医薬品の使用

・ 薬事法承認後で保険収載前の医療機器の使用

・ 薬価基準収載医薬品の適応外使用

（用法・用量・効能・効果の一部変更の承認申請がなされたもの）

・ 保険適用医療機器の適応外使用

（使用目的・効能・効果等の一部変更の承認申請がなされたもの）

選定療養・・・保険導入を前提としないもの
評価療養・・・保険導入のための評価を行うもの
保険診療との併用が認められている療養

保険外併用療養費について保険外併用療養費について

3
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先進医療について

○ 未だ保険診療として認められていない先進的な医療技術について、安全性、有効性等を個別に

確認したものは、保険診療と保険外診療との併用を認め 将来的な保険導入に向けた評価を行う。
○ 先進医療部分を除く一般の診療と共通する部分については保険が適用される（先進医療部分は
全額自己負担）。

○ 個別の医療技術が先進医療として認められるためには、先進医療会議で安全性、有効性等の
審査を受ける必要があり、実施する医療機関は厚生労働大臣への届出又は承認が必要。

（先進医療の実施状況）
先進医療Ａ 66技術が認められており、633医療機関で実施されている。
先進医療Ｂ 40技術が認められており、406医療機関で実施されている。

（先進医療の保険導入件数）

実施状況

18年度 20年度 22年度 24年度 累計

8技術 20技術 12技術 23技術 63技術

先進医療とは

＊平成24年12月１日時点

先進医療Ａ 先進医療Ｂ

対象となる
医療技術

主に未承認等の医薬品又は医療機器の使用を
伴わない医療技術

主に未承認等の医薬品又は医療機器の使用を
伴う医療技術が対象

先進医療への
導入手続

先進医療会議で医療技術の有効性、安全性等を審査し、
先進医療への導入の可否を決定

医療機関におけ
る実施手続

施設基準（先進医療毎に設定）を満たしているこ
とを届け出た医療機関で実施

個別の医療技術毎に実施の承認を得た医療機関で実施
4
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・申請受付の報告 ・審査方法の検討

（外部機関で評価する技術）

試験実施計画を外部機関で評価
する技術（※）

高度な知見を有する
外部機関

技術的妥当性、試験実施計画書
等の評価

先進医療の実施（保険診療との併用が可能）

先進医療技術審査部会
技術的妥当性、試験実施計画書等の審査

・技術的妥当性（有効性、安全性、技術的成熟度）の審査
先進医療Ｂは部会の審査結果を、外部機関で評価する技術は外部機関の評価結果を踏まえ検討

・社会的妥当性（倫理性、普及性、費用対効果）の審査 等

先進医療会議の審査の流れについて【平成24年10月1日以降】

（先進医療Ａ）

･ 未承認、適応外の医薬品、医療機
器の使用を伴わない医療技術

･ 未承認、適応外の体外診断薬の
使用を伴う医療技術等であって当該
検査薬等の使用による人体への影
響が極めて小さいもの

（先進医療Ｂ）
･ 未承認、適応外の医薬品、医療機器の使用を伴う医療技術

・ 未承認、適応外の医薬品、医療機器の使用を伴わない医療技術
であって、当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、その実施に係
り、実施環境、技術の効果等について特に重点的な観察・評価を要
するものと判断されるもの

先進医療会議

保険医療機関

事務局

医療機関毎に個別に実施の可否を決定
実施可能な医療機関の施設基準を

設定

※医療上の必要性の高い抗がん
剤から開始

実施体制等を検討中

5
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我が国におけるドラッグラグ等の課題に対しては、研究開発支援や薬事承認の迅速化等が重要である。

これに加え、保険併用が認められる先進医療制度についても、医療上の必要性の高い抗がん剤を用いる先進医療の技術
評価を外部機関で行うことにより、海外で安全性等が確認されている未承認薬等に係るアクセスを向上させる。

概要

① 「医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」に
おいて、医療上の必要性が高いとされた抗がん剤のうち、迅
速な開発が見込まれないものは、先進医療会議で、その安
全性等を確認し先進医療の対象として選定

② 先進医療会議において、当該対象技術の成熟度や安全性
等に応じて、当該技術を先進医療として実施することができ
る 実施機関群を予め設定

③ 迅速に評価を進めるため、がん治療について高度な知見を
有する外部評価機関が先進医療の実施計画（プロトコー
ル）等の技術的評価や実施状況を確認

医療上の必要性の高い抗がん剤を用いる先進医療の外部評価の仕組み
運用のイメージ

現行の運用

未承認・適応外の
抗がん剤を用いる
場合

個別技術
の適否

個別機関
の適否

実施計画
の適否

先進医療
（保険併用）

医療上の必要性が高く、かつ、海外の実績等により一定の
安全性等が確認できる抗がん剤の場合

対象技術
の選定

実施可能機関群
の設定

例）一定の特定
機能病院等

実施計画の
適否

申請

申請

先進医療
（保険併用）

先進医療会議で
あらかじめ定める

先進医療技術審査部会で評価

外部評価機関における評価

（参考） 医療上の必要性の高い抗がん剤を用いる先進医療の外部評価について

○評価の迅速化のため、個別技術の適否、個別実施医療機関の
適否の評価を省略し、がん治療に高度な知見を有する外部評価
機関（参加医療機関に対する訪問調査等が可能な機関）におい
て評価を行う。

迅速化

① ② ③

6
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規制改革への対応の経緯

厚生労働大臣と規制改革担当大臣の基本的合意（平成１６年１２月１５日）への対応

合意事項 対応状況

国内未承認薬の使用 「医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」において、未承認薬の薬事承認に
向けた取組を行っている。

保険外併用療養費制度の創設 健康保険法を改正し、保険外併用療養費制度を創設。

先進技術への対応 保険外併用療養費制度の下に先進医療を設け、その一定のルールの下で将来的な保険
導入に向けた評価を行っている。

制限回数を超える医療行為 腫瘍マーカー検査、リハビリテーション等について選定療養として保険給付との併用を認め
ている。

「規制改革推進のための３カ年計画（改定）」（平成２０年３月２５日閣議決定）への対応

閣議決定 対応状況

国内未承認薬の薬物・医療機器を用いた先進的な医療技術に関す
る保険診療との併用を認める枠組みを創設すること。

先進医療において、未承認の医薬品、医療機器の使用を伴う医療
技術についても対象としている。（従前の高度医療）

平成１６年の基本的合意の実施状況を検証するため、先進医療の
施件数と金額を含む調査を行い、公表すること。

毎年度先進医療の実施状況等について中医協に報告・公表してい
る。

「規制・制度改革に係る対処方針」（平成２２年６月１８日閣議決定）への対応

閣議決定 対応状況

現在の先進医療制度よりも手続が柔軟かつ迅速な新たな仕組みを
検討し、結論を得る。（例；未承認の医薬品を用いる療法等について、
外部機関を活用した技術の安全性、有効性等の評価の在り方の検
討）

①医療上の必要性の高い抗がん剤について外部機関における具体
的な評価方法や体制等について検討中。

②先進医療専門家会議及び高度医療評価会議の審査の一本化を
図った。（平成２４年１０月～）
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